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全
国
市
議
会
議
長
会
（
会
長
�

藤
田
�
之
・
広
島
市
議
会
議
長
）

は
１１
月
９
日
、
東
京
・
日
本
都
市

セ
ン
タ
ー
会
館
で
第
８３
回
評
議
員

会
を
開
催
し
た
。

冒
頭
、
藤
田
会
長
は
「
財
政
力

格
差
を
は
じ
め
と
す
る
地
域
間
格

差
が
拡
大
し
、
多
く
の
地
方
が
疲

弊
し
て
い
る
」
と
強
調
。
そ
の
上

で
格
差
是
正
の
た
め
、国
・
地
方

の
定
期
意
見
交
換
会
や
総
務
大
臣

と
の
会
合
に
出
席
し
、
地
方
交
付

税
増
額
や
一
般
財
源
総
額
確
保
を

強
く
要
望
し
た
こ
と
を
報
告
し
た
。

ま
た
、
地
方
分
権
改
革
の
推
進

に
伴
い
、
議
会
の
果
た
す
べ
き
役

割
が
ま
す
ま
す
重
要
と
な
る
た
め

「
そ
の
機
能
を
十
分
に
発
揮
で
き

る
よ
う
議
会
制
度
の
改
革
が
不
可

欠
で
あ
る
」
と
訴
え
た
。

会
議
で
は
、
会
長
が
提
出
し
た

�
地
方
交
付
税
の
増
額
と
地
方
税

源
の
充
実
強
化
�
地
方

議
会
の
権
能
強
化
�
地

方
議
会
議
員
の
位
置
付

け
の
明
確
化
―
―
に
関

す
る
決
議
案
３
件
（
２

面
に
掲
載
）
を
審
議
す

る
と
と
も
に
、
９
部
会

か
ら
提
出
さ
れ
た
要
望

議
案
「
地
方
交
付
税
の

確
保
」「
地
域
医
療
福
祉

の
充
実
と
自
治
体
病
院

経
営
改
善
の
支
援
」
な

ど
１８
件
（
２
面
）
を
審

議
し
、
原
案
通
り
可
決

し
た
。

こ
の
ほ
か
地
方
行
政

委
員
会
な
ど
５
委
員
会

や
国
会
対
策
委
員

会
、
地
方
分
権
改
革

・
道
州
制
調
査
特
別

委
員
会
の
委
員
長
ら

が
、
１９
年
度
の
活
動

経
過
を
報
告
し
た
。

当
日
は
来
賓
と
し
て
、
増
田
寛

也
・
総
務
大
臣
に
代
わ
り
二
之
湯

智
・
大
臣
政
務
官
、
渡
辺
博
道
・

衆
議
院
総
務
委
員
長
、
高
嶋
良
充

・
参
議
院
総
務
委
員
長
が
出
席

し
、
あ
い
さ
つ
を
述
べ
た
。

「
地
方
財
政
に
関
す
る
総
務
大

臣
・
地
方
六
団
体
会
合
」が
１１
月
１３

日
に
総
務
省
で
開
か
れ
、
藤
田
会

長
ら
六
団
体
会
長
が
出
席
し
た
。

増
田
総
務
相
は
、
１１
月
８
日
開

催
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
の
場

で
、
自
ら
が
増
田
プ
ラ
ン
と

し
て
提
案
し
た「『
地
方
と

都
市
の
共
生
』
プ
ロ
グ
ラ

ム
」等
の
概
要
を
説
明
し
た
。

こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
▽
地

方
交
付
税
に
地
方
再
生
・
活

性
化
の
た
め
の
「
特
別
枠
」

を
新
設
▽
偏
在
度
の
小
さ
い

「
地
方
消
費
税
」と
偏
在
度

の
大
き
い
「
地
方
法
人
２

税
」
を
交
換
―
―
な
ど
を
掲

げ
る
も
の
。
地
方
税
財
政
上

の
対
応
策
に
つ
い
て
ま
と
め

ら
れ
て
い
る
。

六
団
体
を
代
表
し
麻
生
渡
・
全

国
知
事
会
会
長
は
「
税
源
配
分
に

つ
い
て
は
、
国
か
ら
地
方
へ
の
垂

直
的
な
調
整
が
必
要
」
と
の
認
識

を
示
し
、
増
田
プ
ラ
ン
の
「
税
源

交
換
」
に
理
解
を
示
し
た
。

本
会
の
藤
田
会
長
は
「
特
別

枠
」
の
新
設
に
賛
同
し
た
う
え

で
、
三
位
一
体
改
革
に
よ
り
減
額

と
な
っ
た
交
付
税
を
、
元
来
受
け

取
れ
た
額
に
「
復
元
」
す
る
よ
う

訴
え
た
。
ま
た
、
地
方
議
会
議
員

の
法
的
位
置
付
け
を
自
治
法
上
で

明
確
化
す
る
よ
う
求
め
た
。

こ
れ
に
対
し
増
田
総
務
相
は
、

「
地
方
議
会
の
件
に
つ
い
て
は
現

在
、
地
方
制
度
調
査
会
で
議
論
さ

れ
て
お
り
、
議
論
の
推
移
を
見
守

っ
て
い
き
た
い
」
と
述
べ
た
。

政
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会（
委
員
長
�
丹
羽
宇
一
郎
・

伊
藤
忠
商
事
会
長
）は
１１
月
１６
日
、

東
京
・
日
本
自
転
車
会
館
で
第
２９

回
委
員
会
を
開
き
、
中
間
的
な
取

り
ま
と
め
を
行
っ
た
。

こ
れ
に
よ
り「
第
二
期
分
権
改

革
」の
推
進
に
向
け
、
同
委
員
会

が
行
う
勧
告
の
具
体
的
な
方
向
性

が
示
さ
れ
た
。

同
委
員
会
で
は
今
後
、

中
間
的
な
取
り
ま
と
め
の

内
容
に
基
づ
き
、
分
権
改
革
推
進

に
必
要
な
見
直
す
べ
き
点
を
重
点

的
に
討
議
し
、来
春
か
ら
順
次
、
政

府
に
対
し
勧
告
を
行
っ
て
い
く
。

政
府
は
同
委
員
会
の
勧
告
を
受

け
、
平
成
２２
年
に
開
か
れ
る
通
常

国
会
へ「
新
地
方
分
権
一
括
法
案
」

を
提
出
す
る
予
定
と
し
て
い
る
。

�
詳
細
は
３
面
に
掲
載
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議
会
の
権
能
強
化
な
ど

決
議

第
８３
回
評
議
員
会
開
く

政
府
の
分
権
委
が

中中
間間
取取
りり
まま
とと
めめ

交
付
税「
特
別
枠
」を
説
明

総
務
相
が
六
団
体
と
の
会
合
で

あいさつする藤田会長

あいさつする増田総務相と藤田会長
（右から３人目）ら六団体会長

大竹 邦実

（１） 平成１９年１１月２５日 第１６７１号
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【【
第第
１１
号号
】】
地地
方方
交交
付付
税税
のの
増増
額額

とと
地地
方方
税税
源源
のの
充充
実実
強強
化化
にに
関関
すす

るる
決決
議議

現
在
の
地
方
の
財
政
は
、
こ
れ

ま
で
三
位
一
体
改
革
等
さ
ま
ざ
ま

な
名
目
の
下
、
分
権
の
趣
旨
と
は

無
関
係
に
地
方
交
付
税
の
大
幅
な

削
減
が
な
さ
れ
た
こ
と
、
ま
た
、

高
齢
化
と
人
口
減
少
が
同
時
進
行

す
る
な
か
、
社
会
保
障
費
が
増
嵩

し
て
い
る
こ
と
等
に
よ
り
、
未
曾

有
の
財
政
危
機
に
直
面
す
る
と
と

も
に
、
地
域
間
格
差
が
拡
大
し
て

い
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
に
お
い

て
、
市
民
生
活
に
欠
か
す
こ
と
の

で
き
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

を
確
保
し
、
地
域
間
格
差
を
是
正

す
る
に
は
、
地
方
の
固
有
財
源
で

あ
る
地
方
交
付
税
の
増
額
と
そ
の

機
能
の
強
化
が
急
務
で
あ
る
。

ま
た
、
各
都
市
が
地
方
分
権
時

代
に
相
応
し
い
役
割
を
果
た
し
て

い
く
た
め
に
は
、
地
方
税
を
は
じ

め
と
す
る
一
般
財
源
の
充
実
確
保

を
図
る
と
と
も
に
、
さ
ら
に
、
地

方
が
担
う
事
務
と
責
任
に
見
合
う

よ
う
、
国
税
と
地
方
税
の
税
源
配

分
を
見
直
し
、
地
域
偏
在
性
の
少

な
い
地
方
税
体
系
の
構
築
を
図
る

べ
き
で
あ
る
。

よ
っ
て
、
国
に
お
い
て
は
、
平

成
２０
年
度
政
府
予
算
の
編
成
に
当

た
り
、
下
記
事
項
の
実
現
を
図
ら

れ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

記

１
�
地
方
交
付
税
の
増
額
と
機
能

の
強
化

必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
確
保

し
、
地
域
間
の
財
政
力
格
差
を
是

正
す
る
た
め
、
地
方
交
付
税
を
増

額
す
る
と
と
も
に
本
来
の
機
能
で

あ
る
財
源
保
障
機
能
及
び
財
政
調

整
機
能
を
強
化
す
る
こ
と
。

２
�
地
方
税
源
の
充
実
強
化

（
１
）
都
市
の
安
定
的
財
源
を
確

保
す
る
た
め
、
地
方
税
源
の
充
実

強
化
を
図
る
こ
と
。

（
２
）
地
方
が
担
う
べ
き
事
務
と

責
任
に
見
合
う
よ
う
、
国
税
と
地

方
税
の
税
源
配
分
を
ま
ず
は
５
対

５
と
す
る
こ
と
。

そ
の
際
、
地
方
消
費
税
の
充
実

な
ど
偏
在
性
の
少
な
い
地
方
税
体

系
の
構
築
に
最
優
先
で
取
り
組
む

こ
と
。

【【
第第
２２
号号
】】
地地
方方
議議
会会
のの
権権
能能
強強

化化
にに
関関
すす
るる
決決
議議

国
に
お
い
て
は
、
現
在
、
地
方

分
権
改
革
推
進
委
員
会
及
び
第
２９

次
地
方
制
度
調
査
会
を
設
置
し
、

第
二
期
地
方
分
権
改
革
の
実
現
に

向
け
て
議
論
が
な
さ
れ
て
い
る

が
、
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

が
取
り
ま
と
め
た
「
地
方
分
権
改

革
推
進
に
あ
た
っ
て
の
基
本
的
な

考
え
方
」
に
お
い
て
は
、
地
方
分

権
改
革
の
目
指
す
べ
き
方
向
性
と

し
て
「
自
治
行
政
権
、
自
治
財
政

権
、
自
治
立
法
権
を
十
分
に
具
備

し
た
地
方
政
府
の
確
立
」
、
「
条

例
に
よ
る
法
令
の
上
書
き
権
を
含

め
た
条
例
制
定
権
の
拡
大
」
等
が

示
さ
れ
、
ま
た
、
第
２９
次
地
方
制

度
調
査
会
に
お
い
て
は
、
「
議
会

制
度
の
あ
り
方
」
等
が
審
議
さ
れ

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

今
後
、
第
二
期
地
方
分
権
改
革

の
進
展
に
伴
い
、
地
方
公
共
団
体

の
自
己
決
定
・
自
己
責
任
の
範
囲

が
拡
大
す
れ
ば
、
住
民
の
代
表
機

関
と
し
て
の
地
方
議
会
の
役
割

は
、
一
層
重
要
性
を
増
す
こ
と
に

な
る
。

こ
の
よ
う
な
中
に
あ
っ
て
、
現

在
の
都
市
自
治
体
は
そ
の
規
模
な

ど
多
種
多
様
な
態
様
で
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
議
会
の
組
織
・
運

営
は
全
国
一
律
と
さ
れ
、
ま
た
、

議
会
が
行
政
執
行
を
監
視
す
る
場

合
に
も
法
令
上
様
々
な
制
約
が
設

け
ら
れ
て
い
る
。

地
方
議
会
が
住
民
の
負
託
に
応

え
、
そ
の
機
能
を
十
分
に
発
揮
し

て
い
く
た
め
に
は
、
議
会
の
自
主

性
・
自
律
性
を
高
め
、
各
議
会
が

地
域
の
実
情
に
応
じ
、
自
ら
の
判

断
に
よ
り
そ
の
権
能
を
行
使
で
き

る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で

あ
る
。

よ
っ
て
、
国
に
お
い
て
は
、
議

会
の
組
織
・
運
営
を
制
約
し
て
い

る
関
係
法
令
上
の
諸
規
定
を
撤
廃

す
る
な
ど
、
地
方
議
会
の
自
主
性

・
自
律
性
を
高
め
る
た
め
の
抜
本

的
な
制
度
改
正
を
図
る
よ
う
強
く

要
望
す
る
。

【【
第第
３３
号号
】】
地地
方方
議議
会会
議議
員員
のの
位位

置置
付付
けけ
のの
明明
確確
化化
にに
関関
すす
るる
決決
議議

本
格
的
な
地
方
分
権
時
代
を
迎

え
、
二
元
代
表
制
の
も
と
で
地
方

議
会
が
住
民
代
表
機
関
と
し
て
政

策
形
成
機
能
や
監
視
機
能
を
十
分

に
発
揮
す
る
た
め
に
は
、
我
々
地

方
議
会
議
員
が
こ
れ
ま
で
以
上
に

議
員
活
動
を
積
極
的
に
展
開
し
て

い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
現
在
、
地
方

議
会
議
員
の
職
務
や
位
置
付
け
に

つ
い
て
、
地
方
自
治
法
上
明
文
化

さ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
議
員

の
職
務
と
し
て
の
議
員
活
動
に
つ

い
て
、
必
ず
し
も
十
分
な
理
解
が

得
ら
れ
て
い
な
い
現
状
に
あ
る
。

よ
っ
て
、
国
に
お
い
て
は
、
地

方
分
権
時
代
に
相
応
し
い
地
方
議

会
議
員
の
法
的
位
置
付
け
を
明
確

に
す
る
た
め
、
下
記
の
事
項
に
つ

い
て
、
法
改
正
を
行
う
よ
う
強
く

要
望
す
る
。

記

１
�
地
方
議
会
議
員
の
職
責
・
職

務
を
地
方
自
治
法
に
明
文
化
す
る

こ
と地

方
議
会
議
員
の
職
責
・
職
務

に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
に
、
例

え
ば
、
「
議
会
の
議
員
は
、
議
会

の
権
能
と
責
務
を
認
識
し
、
そ
の

議
会
の
会
議
に
出
席
し
議
案
の
審

議
等
を
行
う
ほ
か
、
当
該
普
通
地

方
公
共
団
体
の
事
務
に
関
す
る
調

査
研
究
及
び
住
民
意
思
の
把
握
等

の
た
め
の
諸
活
動
を
行
い
、
そ
の

職
務
の
遂
行
に
努
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
」
旨
の
規
定
を
設
け
る

こ
と
。

２
�
職
務
遂
行
の
対
価
は
、
単
な

る
役
務
の
提
供
に
対
す
る
対
価
と

し
て
の
「
報
酬
」
で
は
な
く
、
広

範
な
議
員
の
諸
活
動
に
見
合
う

「
歳
費
」
（
仮
称
）
に
改
め
る
こ

と
地
方
自
治
法
第
２
０
３
条
に
お

け
る
他
の
非
常
勤
職
か
ら
議
会
の

議
員
に
関
す
る
規
定
を
分
離
し
、

独
立
の
条
文
と
し
て
規
定
す
る
と

と
も
に
、
職
務
遂
行
の
対
価
に
つ

い
て
は
、
単
な
る
役
務
の
提
供
に

対
す
る
対
価
と
し
て
の
「
報
酬
」

で
は
な
く
、
広
範
な
議
員
の
諸
活

動
に
見
合
う
「
歳
費
」
（
仮
称
）

に
改
め
る
こ
と
。

第
８３
回
評
議
員
会

【
北
海
道
部
会
】
▽
北
海
道
新
幹

線
の
建
設
促
進
▽
地
方
交
付
税
の

確
保

【
東
北
部
会
】
▽
地
震
・

津
波
対
策
▽
デ
ジ
タ
ル
放
送
の
難

視
聴
等
解
消
に
向
け
た
支
援
策

【
北
信
越
部
会
】
▽
地
域
医
療
福

祉
の
充
実
と
自
治
体
病
院
経
営
改

善
の
支
援
▽
北
陸
新
幹
線
の
早
期

整
備

【
関
東
部
会
】
▽
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
に
関
す
る
財
政
措

置
の
拡
充
▽
地
方
に
お
け
る
医
師

の
確
保

【
東
海
部
会
】
▽
地
域

医
療
の
充
実
▽
道
路
整
備
予
算
の

確
保

【
近
畿
部
会
】
▽
地
域
医

療
の
確
保
・
充
実
▽
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
充
実

【
中
国
部

会
】
▽
地
方
に
お
け
る
道
路
整
備

の
促
進
と
道
路
特
定
財
源
制
度
の

確
保
▽
後
期
高
齢
者
医
療
に
係
る

政
・
省
令
や
関
係
通
知
等
の
迅
速

な
発
出
及
び
被
保
険
者
へ
の
周
知

【
四
国
部
会
】
▽
補
助
金
適
正

化
法
の
改
正
等
▽
東
南
海
・
南
海

地
震
対
策
に
係
る
支
援
並
び
に
道

路
整
備
の
促
進

【
九
州
部
会
】

▽
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す

る
財
政
支
援
措
置
等
▽
九
州
に
お

け
る
高
速
交
通
網
の
整
備
充
実

各各
部部
会会
提提
出出
議議
案案

会会
長長
提提
出出
議議
案案
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行

事

予

定

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
が

中
間
的
な
取
り
ま
と
め
を
行
っ
た

こ
と
に
伴
い
、
同
委
員
会
の
「
第

二
期
地
方
分
権
改
革
」
推
進
に
向

け
た
勧
告
の
準
備
が
整
っ
た
。

�
１
面
参
照

政
府
は
「
第
一
期
分
権
改
革
」

で
「
地
方
分
権
推
進
委
員
会
（
平

成
７
年
〜
１３
年
）」「
地
方
分
権
改

革
推
進
会
議
（
１３
年
〜
１６
年
）
」

を
発
足
さ
せ
、
改
革
に
取
り
組
ん

で
き
た
。
１２
年
４
月
に
は
「
地
方

分
権
一
括
法
」
を
施
行
。
１３
年
４

月
発
足
の
小
泉
内
閣
で
は
「
三
位

一
体
改
革
」
を
推
進
す
る
な
ど
、

政
府
は
旧
態
依
然
と
し
て
引
き
継

が
れ
て
き
た
中
央
集
権
型
行
政
シ

ス
テ
ム
に
メ
ス
を
振
る
っ
て
き

た
。中

間
ま
と
め
で
は
「
第
一
期
改

革
」
に
続
く
「
第
二
期
改
革
」
の

具
体
的
な
方
向
性
を
提
示
。
こ
れ

に
基
づ
き
同
委
員
会
は
「
地
方
分

権
改
革
推
進
法
（
１９
年
４
月
１
日

施
行
）
」が
目
指
す「
新
地
方
分
権

一
括
法
案
」
の
２２
年
制
定
に
向
け

政
府
へ
勧
告
を
重
ね
て
い
く
。

今
回
の
取
り
ま
と
め
で
は
、
５

月
３０
日
に
同
委
員
会
が
ま
と
め
た

「
基
本
的
な
考
え
方
」
�
本
紙
１

６
５
４
号
掲
載
�
で
書
き
込
み
が

見
送
ら
れ
た
「
国
と
地
方
の
税
源

配
分
」
に
つ
い
て
、
現
行
配
分
の

「
６
対
４
」
を
「
５
対
５
」
に
す

る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
地
方
六
団
体
が
求

め
て
き
た
「
地
方
支
分
部
局
等
の

見
直
し
」
「
義
務
付
け
・
枠
付
け

等
の
国
の
関
与
の
見
直
し
」
「
条

例
制
定
権
の
拡
大
」
な
ど
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
「
地
域
間
財
政
力
格

差
の
是
正
」
に
つ
い
て
も
、
「
地

方
交
付
税
の
制
度
改
革
や
財
政
調

整
の
新
た
な
仕
組
み
に
つ
い
て
も

検
討
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
記
述

さ
れ
る
な
ど
、
交
付
税
制
度
見
直

し
へ
の
道
筋
が
示
さ
れ
た
。

し
か
し
、
「
義
務
付
け
・
枠
付

け
等
の
国
の
関
与
の
見
直
し
」
の

項
目
を
除
き
、
改
革
へ
の
具
体
的

な
方
策
は
明
記
さ
れ
ず
、
六
団
体

が
求
め
て
き
た
「
地
方
共
有
税
の

導
入
」
「
（
仮
）
地
方
行
財
政
会

議
の
法
律
に
よ
る
設
置
」
な
ど
の

書
き
込
み
は
見
送
ら
れ
た
。

中
間
ま
と
め
を
受
け
六
団
体
は

同
日
、
「
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
の
中
間
的
な
取
り
ま
と
め
に

つ
い
て
」
�
本
会
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

�
を
発
表
。
国
と
地

方
の
税
源
配
分
を

「
５
対
５
」
と
明
記
し
た
こ
と
を

評
価
し
た
う
え
で
、
今
後
の
勧
告

の
中
で
「
改
革
に
向
け
た
具
体

策
」
を
盛
り
込
む
よ
う
求
め
た
ほ

か
、
「
地
方
共
有
税
」
「
（
仮
）

地
方
行
財
政
会
議
の
法
律
に
よ
る

設
置
」な
ど
へ
の
配
慮
を
求
め
た
。

な
お
、
取
り
ま
と
め
を
行
っ
た

丹
羽
委
員
長
は
、
今
後
の
勧
告
に

向
け
「
改
革
に
向
け
た
中
央
省
庁

の
抵
抗
は
想
定
内
」
「
中
央
省
庁

の
抵
抗
は
突
破
す
る
の
み
」
と
語

気
を
強
め
、
断
固
と
し
て
改
革
を

進
め
て
い
く
決
意
を
示
し
た
。

ま
た
「
当
事
者
が
、
そ
の
気
に

な
ら
な
け
れ
ば
意
味
が
な
い
」
と

述
べ
、
自
治
体
関
係
者
の
喚
起
を

促
す
た
め
、
中
間
ま
と
め
の
内
容

を
説
明
す
る
「
地
方
行
脚
」
を
実

施
す
る
方
針
を
打
ち
出
し
た
。

（
中
間
ま
と
め
は
近
日
中
に
全
市

へ
送
付
す
る
予
定
）

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
原
島
貞
夫
・
福
生
市

議
会
議
長
）
は
１１
月
１３
日
、
東
京

・
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
で
理

事
会
を
開
催
し
、
平
成
２０
年
度
基

地
対
策
関
係
予
算
の
所
要
額
確
保

に
関
す
る
要
望
を
決
定
し
た
。

２０
年
度
の
基
地
関
係
予
算
に
つ

い
て
は
、
財
政
規
模
抑
制
の
た
め

政
府
が
各
省
の
予
算
上
限
を
定
め

る
「
シ
ー
リ
ン
グ
（
概
算
要
求
基

準
）
」
に
よ
り
、
予
算
の
満
額
確

保
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
る
状
況
で
あ

る
。こ

の
た
め
要
望
は
、
基
地
関
係

市
町
村
が
基
地
所
在
に
伴
う
特
殊

な
財
政
需
要
の
増
大
に
よ
り
大
変

厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
▽

関
係
予
算
の
満
額
確
保
▽
在
日
米

軍
再
編
に
伴
い
負
担
増
と
な
る
市

町
村
へ
の
十
分
な
支
援
措
置
―
―

な
ど
を
求
め
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
理
事
会
で
は
総
務
省

の
伊
藤
誠
・
固
定
資
産
税
課
理
事

官
、
防
衛
省
の
辰
己
昌
良
・
地
方

協
力
企
画
課
長
か
ら
２０
年
度
の
関

係
予
算
の
概
算
要
求
の
状
況
に
つ

い
て
、そ
れ
ぞ
れ
説
明
が
あ
っ
た
。

理
事
会
終
了
後
、
衆
・
参
基
地

関
係
委
員
会
委
員
と
の
要
望
懇
談

会
を
開
催
。
渡
辺
博
道
・
衆
議
院

総
務
委
員
長
は
じ
め
高
嶋
良
充
・

参
議
院
総
務
委
員
長
ら
関
係
国
会

議
員
２２
人
が
出
席
し
た
。

ま
た
、
懇
談
会
終
了
後
、
正
副

会
長
・
相
談
役
の
実
行
運
動
班

は
、
町
村
信
孝
・
内
閣
官
房
長
官

は
じ
め
石
破
茂
・
防
衛
大
臣
、
森

山
�
・
財
務
副
大
臣
、
谷
垣
禎
一

・
自
民
党
政
務
調
査
会
長
、
山
口

那
津
男
・
公
明
党
政
務
調
査
会
長

代
理
と
面
談
、
要
望
し
た
。

▽
１１
月
３０
日

地
方
財
政
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
１
時
半
、
同
）

▽
１１
月
３０
日

建
設
運
輸
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
半
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委

員
会
（
午
後
１
時
半
、
同
）

▽
１２
月
３
日

国
会
対
策
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
１
時
半
、
日
本
都
市

セ
ン
タ
ー
会
館
）

▽
１２
月
４
日

全
国
高
速
自
動
車

道
市
議
会
協
議
会
�
正
副
会
長

・
監
事
・
相
談
役
に
よ
る
実
行

運
動
（
午
前
１１
時
半
、
全
国
都

市
会
館
）

▽
１２
月
４
日

地
方
税
財
政
対
策

実
行
運
動
（
午
前
１０
時
半
、
日

本
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
）

▽
１２
月
５
日

地
方
税
財
政
対
策

実
行
運
動
・
２
日
目
（
午
前
１０

時
半
、
全
国
都
市
会
館
）

国国
・・
地地
方方
のの
税税
源源
配配
分分
５５
対対
５５
へへ

分
権
委
が
来
春
か
ら
順
次
勧
告

基地協

予
算
の
満
額
確
保
を

理
事
会
開
き
要
望

石破防衛大臣（左から３人目）に要望

町
村
官
房
長
官（
右
か
ら
２
人
目
）

に
要
望
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トトピピッッ
ククスス

全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
各
市
議
会
か
ら
任
意
に
送
ら
れ
た
意
見
書
・
決
議
の
写
し
を
も
と

に
、
９
月
定
例
会
を
中
心
に
議
決
し
た
意
見
書
・
決
議
の
状
況
を
ま
と
め
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
（
下
）
で

は
、
消
費
者
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
契
約
に
よ
る
被
害
防
止
と
取
引
の
適
正
化
の
た
め
「
割
賦
販
売
法
の
抜
本
的

改
正
」
を
求
め
る
も
の
が
今
回
急
増
、
最
多
と
な
っ
て
い
る
。

現
在
、
年
金
暮
ら
し
の
高
齢
者

に
対
し
、
支
払
能
力
を
超
え
る
大

量
の
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
、
呉
服
の

販
売
な
ど
ク
レ
ジ
ッ
ト
契
約
を
利

用
し
た
悪
質
商
法
に
よ
る
被
害
が

続
出
し
て
い
る
。

ク
レ
ジ
ッ
ト
契
約
と
は
、
商
品

購
入
の
際
、
消
費
者
と
販
売
会
社

の
他
に
ク
レ
ジ
ッ
ト
会
社
が
入
る

３
者
間
の
契
約
で
、
２
カ
月
以
上

か
つ
３
回
以
上
の
割
賦
（
分
割
）

支
払
い
契
約
が
概
当
す
る
。
高
額

な
商
品
で
も
後
払
い
で
き
る
利
便

性
か
ら
消
費
者
に
広
く
普
及
し
て

い
る
が
、
高
額
で
深
刻
な
被
害
を

引
き
起
こ
す
こ
と
も
多
い
。

こ
の
た
め
、
経
済
産
業
省
の
産

業
構
造
審
議
会
で
は
、
本
年
２
月

か
ら
ク
レ
ジ
ッ
ト
契
約
の
被
害
防

止
と
取
引
適
正
化
に
向
け
「
割
賦

販
売
法
」
の
改
正
に
つ
い
て
審

議
。
来
年
の
通
常
国
会
に
改
正
法

案
を
提
出
す
る
予
定
で
あ
る
。

そ
こ
で
意
見
書
で
は
同
法
改
正

に
当
た
り
、
▽
ク
レ
ジ
ッ
ト
会
社

に
対
し
顧
客
が
支
払
能
力
を
超
え

る
契
約
を
し
な
い
よ
う
実
効
的
な

規
制
を
実
施
▽
悪
質
販
売
行
為
防

止
の
た
め
加
盟
店
の
調
査
義
務
▽

販
売
契
約
が
無
効
・
取
消
・
解
除

の
場
合
の
既
払
金
の
返
還
な
ど
民

事
共
同
責
任
の
規
定
―
―
な
ど
抜

本
的
な
改
正
を
求
め
て
い
る
。

▼
議
長

▽
箕
面

大
越
博
明（
１０
・
３
）

▽
名
張

福
田
博
行（
１０
・
５
）

▽
海
津

近
藤
輝
明（
１０
・
５
）

▽
長
野

岡
田
荘
史（
１０
・
９
）

▽
伊
東

佐
藤
一
夫（
１０
・
９
）

▽
草
津

木
村
辰
已（
１０
・
９
）

▽
大
仙

大
坂
義
�（
１０
・
１１
）

▽
阪
南

土
井
清
史（
１０
・
１１
）

▽
小
牧

小
林

一（
１０
・
１２
）

▽
稲
沢

加
賀
盛
勝（
１０
・
１２
）

▽
交
野

谷

巖（
１０
・
１２
）

▼
副
議
長

▽
箕
面

牧
原

繁（
１０
・
４
）

▽
天
童

伊
藤
護
國（
１０
・
５
）

▽
名
張

松
�

勉（
１０
・
５
）

▽
海
津

伊
藤
仁
夫（
１０
・
５
）

▽
長
野

祢
津
栄
喜（
１０
・
９
）

▽
伊
東

宮
崎
雅
薫（
１０
・
９
）

▽
草
津

中
島
一
�（
１０
・
９
）

▽
大
仙

佐
々
木
昌
志（
１０
・
１１
）

▽
阪
南

澤

ナ
オ
ミ（
１０
・
１１
）

▽
小
牧

山
田
哲
茂（
１０
・
１２
）

▽
稲
沢

野
村
英
治（
１０
・
１２
）

▽
交
野

坂
野
光
雄（
１０
・
１２
）

▼
事
務
局
長

▽
長
野

春
日
幸
道（
９
・
３０
）

▽
飛
�

岩
塚
泰
男（
１０
・
１０
）

議

会

人

事

議会 「
割
賦
販
売
法
の
改
正
」が
最
多

９９
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況
（下）

意見書・決議の議決状況（下） （１９．８．１～１９．１０．３１）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 １９６】 【 ６】
○道路整備の促進 １２３ ４
○道路特定財源の確保等 ３８ ―
○東京湾アクアライン通行料金の更なる大 １１ ―
幅な値下げによる社会実験の実現
○郵政民営化の凍結 ４ ―
○その他 ２０ ２
【労働・商工】 【 １０３】 【 ０】
○中小企業の事業承継円滑化のための税制 ６９ ―
改正
○ＪＲ不採用問題の早期解決 ９ ―
○公共工事の建設労働者の適正な労働条件 ７ ―
確保
○最低賃金の引き上げ ４ ―
○地域における雇用・就業対策の拡充強化 ３ ―
○その他 １１ ―
【警察・防災・消防】 【 ８５】 【 ７】
○「地域安全・安心まちづくり推進法」の ６７ １
早期制定
○原子力発電所の安全確保 ５ ―
○新潟県中越沖地震における被災者支援 ４ ―
○集中豪雨の対策及び被災者への支援 ３ １
○その他 ６ ５
【外交・防衛・国際関係】 【 ３３】 【 ９】
○「非核日本宣言」を各国に通知 １６ ２
○テロ特措法廃止、インド洋からの自衛隊 ３ ―
撤退
○米軍車両の県立前原高校侵入に対する抗 ２ ２
議
○米軍Ｆ１５戦闘機の未明離陸への抗議 １ １
○米軍構成員家族の暴行致傷事件への抗議 １ １
○その他 １０ ３
【社会・くらし】 【 ３６９】 【 ４】
○割賦販売法の抜本的改正 ２１３ ―
○独立行政法人都市再生機構の賃貸住宅入 ３５ ―
居者の居住の安定
○原爆認定制度の抜本的改善 ２８ ―
○障害者自立支援制度の見直し ２２ ―
○被爆者に対する適正な援護の推進 １０ ―
○児童扶養手当減額の見直し ９ ―
○年金問題の早期解決 ８ １
○生活保護法の適正な運用 ７ ―
○介護保険制度の改正 ７ ―
○社会福祉施設等の福祉人材確保対策の具 ４ ―
体化と充実
○保育所支援施策の拡充 ４ ―
○その他 ２２ ３
【その他】 【 ６】 【 ４】
○国会議員の事務所費疑惑の徹底究明 ３ ―
○その他 ３ ４
【合 計】 【 ７９２】 【 ３０】
【総合計】 【 １４５８】 【 ４０】
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